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市町村合併による歳出効率化と地方交付税削減

一合併に関する意思決定を考慮した政策シミュレーションー＊

竹本　亨・高橋広幅・鈴木明宏

　市町村運営においては規模の経済が存在しているため，適切な合併を通してパレート改善が可能で

ある．本稿は，国が“planner”としてルールを設計することで“agent”である地方の最適化行動をコ

ントロールするような状況を想定し，合併による国及び市町村の財政赤字緩和の効果を分析する．そ

のためにまず，データに基づいた全国規模での市町村合併のシミュレーションを行う．そこでは合併

しない場合，地方全体での歳出を最小にするように合併させた場合，各市町村の意思決定が存在する

場合を比較し，改善効果を計測する．次に，地方交付税制度の変更が市町村の財政効率化に与える効

果について論じる．これにより，効率化に寄与する行動をとる動機を市町村に与えるような制度改革

の方向性を明らかにしている．

1．はじめに

　近年，地方分権と財政健全化を目的とした大

規模な市町村合併が推進され，その議論も活発

化している．しかし，従来の地方政府の効率性

に関する研究は「最：適都市規模」についての分

析が中心で，合併についての計量的な分析はあ

まりなされていない．もちろん従来の研究から

すでに地方政府には規模の経済が働くことが大

まかには示されている（竹本・高橋・鈴木

（2004））．そのため多くの場合，合併による規

模拡大で効率化が可能であると予想はされる．

本稿は従来の最適都市規模の分析から一歩踏み

だし，実際のデータから合併時の財政状況を予

測し，具体的な合併による財政への影響を分析

する．

　従来の研究と本論文との違いを見ていく．ま

ず，地方公共財に関する研究では，Bodkin－

Conklin（1971），　Hirsch（1959），　Hirsch

（1965），Walzer（1972）など最適都市規模とい

う観点からの一連の研究が存在する．これら海

外，特に米国では警察や図書館といった個別の

行政サービス毎に最適規模を追及する研究が盛

んである．それに対して，日本では歳出全体に

ついて最適都市規模を算出する実証研究が古田

（1989），吉村（1999）らにより行われている．こ

れらは，個別のサービスや総歳出の平均費用が

最小となる最小効率規模（minimal　efficient

scale）により望ましい人口規模を導くものであ

る．ただしこれらでは規模として人口しか考え

ておらず，規模の経済，特に合併時のそれを分

析するには問題がある（竹本・高橋・鈴木

（2004））．そこで，Bradford－Malt－Oates

（1969），Duncombe－Yinger（1993），横道・村上

（1996）や林（2002）では面積など人口以外の要因

も考慮し改善されている．しかしこれらも歳入

面や戦略的側面は考慮されておらず，合併を考

えるにはまだ不十分である．一般均衡的，ある

いはゲーム理論的に分析したものにはGreen－

berg（1983），　Greenberg－Shitovitz（1988），

Konishi－Breton（1998）などがある．これらは

Tiebout（1956）の仮説に基づき住民移動，いわ

ゆる「足による投票」と地方政府間の競争が仮

定されている．しかし日本では，地方交付税な

どにより地域間格差が生じないよう調整されて

おり，また標準税率に縛られているなど税制で

の制限も存在する．そのため市町村間の競争も

制限されたものとなっており，日本でそのよう

なモデルが妥当性を持つかは疑わしい．日本の

実情にあわせたモデルを提供しているものとし
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ては杉野・鄭（1998）や秀島・小林（1998）があげ

られる．杉野・鄭（1998）は歳入・歳出両面を考

慮した住民効用最大化モデルにおいて日本のデ

ータを用いて規模の経済を検証している．また，

秀島・小林（1998）は市町村の自発的な合併につ

いての理論モデルを提供している．ただしここ

での解概念では均衡の存在が証明されておらず，

実際のデータを適用することは困難である．

我々とほぼ同様の問題意識を持つものに生母・

鄭（1998）や上村・鷲見（2003）がある．生安・郷

（1998）は広域市町村圏を合併案と見なして合併

が各市町村の歳出に与える効果を試算している．

上村・鷲見（2003）は2003年時点の合併協議会

設置状況に基づき，参加市町村が合併した場合

の交付税の削減効果について論じている．また，

現行の地方自治法に捉われ，ずに地方行政の再編

を提案するものに，斎藤（1996）がある．しかし，

これらの文献では市町村の自主的な合併の可能

性や国が市町村の意思決定に与える影響を考慮

していない．

　最後に本稿の特徴をまとめると，まず規模の

経済による最小効率規模を導出するのではなく，

実際の合併案についてその効率性を分析してい

ることである．次に，歳出・歳入の両面を考慮

し，経済主体としての各市町村の戦略的側面も

分析していることである．本稿は長期的な問題

を分析しているが，合併による統合コスト1）と

いう短期的な要因は実際には無視しづらく，そ

のためあまり合併が起こらなかったと考えられ

る．だから，国による合併推進の支援措置2）は

それ，を相殺するのに十分で，今こそ本稿が明ら

かとする長期的な状態が実現しやすいと言える．

　本稿の構成は次の通りである．2節で合併に

関する意思決定モデルを提示する．3節では市

町村合併推進要項を基にした組合せを対象に，

現状での合併について予測する．また，最も効

率的な場合の数値を示し，それとの比較をする．

4節ではシミュレーションにより政策変更の可

能性を探る．

2．モデル

一般的には，合併すると規模の経済が働き歳

研　　究

出を減らすことが可能となるが，それは基準財

政需要の減少を伴うことが多く，地方交付税の

削減によって歳出以上に歳入が減ることもある．

そうなると，市町村にとって合併の財政的メリ

ットはほとんどないと言える．だから，合併を

通した歳出と基準財政需要の変化が，合併を考

える上で重要となってくる．本節ではその点を

踏まえて市町村の意思決定モデルを説明する。

我々のモデルでは合併の組み合わせば外生的に

与えられ，各市町村はそれについて合併するか

どうかを決断する．その際の判断基準を2．1節

で議論する．そしてそれに必要な収支に関して

は，合併前については2．2節で，合併後は2．3

節で算出方法を示す．最後にこのモデルを正当

化する議論を2．4節で述べる．なお本稿では合

併を通して，①人口等の基礎的データや景気は

不変，②債務の返済計画は不変，③統合コスト

は存在しない，を仮定する．

2．1合併パターンと合併の基準

　本稿では，各県が作成した「市町村合併推進

要綱3）」に記載され，た合併の組み合わせを採用

し，これを「合併パターン」と呼ぶ．この要綱

の多くはクラスター分析などにより経済的・生

活的結びつきを基に作成され4》，市町村の経済

実態に即してまとめられている．つまり我々は

財政的側面からだけでなく，経済圏を基にした

合併パターンを対象としたのである．もし要綱

に複数の案が存在する場合は，出来る限り県全

体を網羅し重複する市町村がないような合併案

で，さらにひとつの合併市町村が出来るだけ大

きくなるよう選択した5）．なお合併する相手が

存在しない場合もあるが，それ，らは単独で合併

パターンを構成する．その結果，複数の市町村

で構成される合併パターン数は539で，単独の

市町村しか含まない数は143となり，合わせて

682パターン6）について分析を進める．以降，

代表的な市町村をゴ，それを含む合併パターン

及びその合併した市町村を∫と表す．

　次に，我々が用いる各市町村における合併成

立の条件は以下のものである．
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定義1　以下のように定義される関数を，合併

関数と呼ぶ．

・（の一 o1論羅A
また，κ（の＝1のとき合併パターンノは合併す

るという．

ここでA∫は合併した市町村1の形式収支を表

す．市町村は合併パターン1内の各市町村ガ

の形式収支Aを合算したものと合併した場合

の形式収支、4，を比較し，合併後の方が値が大

きい場合は合併を選択し，小さい場合は合併し

ないことを選択する7）．なおこれ以降形式収支

を単に収支と呼ぶ．このように収支の改善をも

って合併成立の基準とするには以下の二つの仮

定が必要である．一つ目は収支改善の一部を行

政サービスの向上や公債の償還など住民の効用

改善のために使えるという仮定，二つ目は地方

政府は住民の効用を最大化するように行動する

という仮定である．後者の仮定は，選挙等を通

じて住民の意思が地方政治に十分に反映される

だけの長期を考えれば妥当性があると思われる．

しかし実際問題として，市町村の首長や地方議

員，地方官僚のインセンティブが合併を妨げる

要因になっている場合もあり，我々の基準によ

るシミュレーションが合併を選択する団体数を

過大に算定する可能性は否定できない．しかし

このことは，本稿の「効率的な市町村合併を促

す交付税制度改革の方向性を示す」という目的

を達成する上で重大な障害となるものではない．

　合併の基準については定義1以外に次のよう

なものが考えられる．すなわち合併パターン内

のすべての市町村の収支が合併によって改善さ

れるというものである．この場合にはすべての

市町村で収支が改善するため合意は得られやす

い．これに対して定義1では，合併した場合に

全体では財政が改善するが，単独では財政が悪

化する市町村が出てくる可能性がある．しかし，

これは合併パターン内の内部補填によって改善

することが可能である8）．具体的には，各種の

インフラの整備を旧市町村地域に対して重点的
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に行うこと等がある．これは理論的に可能なだ

けでなく，財政的に豊かであった旧泉市が仙台

市と合併した時に，中央図書館や地下鉄の延伸

などの公共投資を受けた例などが実際にある．

このようにすべての市町村の収支が合併によっ

て改善される，という基準は柔軟性に欠けたも

ので現実的ではないと思われる．そこで，この

論文では定i義1を採用する．

2．2　合併前の収支

　我々の主たる分析対象である地方交付税は，

どの市町村においても一定水準の行政サービス

を提供できるように財源を保障する制度である．

市町村ガへ交付される地方交付税9）LA公は，

五A71＝max｛Sπ〉、一SFπ、，0｝

で算定され，る．ここで5F酷は基準財政需要を

表す．またSF臓は基準財政収入を表し，合併

前後で変化しないものとする．なお，今後は合

併前後で変化しない値はバーがついた記号で表

す．

　このことから，合併パターン1内の各市町村

ハこついて，その収支んは以下のようになる．

〆1ご＝L／17｝十α一E∫

　一max｛snvr　S研、，0｝＋α一Ef

ここでαは地方交付税以外の歳入lo）を表し，

合併を通して一定とする．また，瓦は歳出を

表す．

　本稿では，基準財政需要と歳出に関しては実

際の決算データではなく，竹本・高橋・鈴木

（2004）における推定結果を利用し，以下のよう

に導出した予測値を使用する．なお，今後予測

値はハットがついた記号で表す．

A－max｛S、酬r　SF尺、，0｝＋Or　E、（1）

竹本・高橋・鈴木（2004）では，平成9年度から

平成11年度の3，203市町村の決算データ等を

もとに，基準財政需要と歳出についてSUR
（Seemingly　Unrelated　Regression）で推定を行

った．推定には，地方財政調査研究会編r（平成

9年度～11年度）市町村別決算状況調』と『平成
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7年国勢調査』のデータを利用した．推定は人

口によって市に関しては①7万以上②7万未満

に階層分けされており，それを受けて基準財政

需要の予測値S餌fの算出式は，

5別v、＝ゐ（凡π｝5，η§5，η9P，ηρ’P，s、，ω

　　一膿1禦論

となる．ここで，鑑は市町村ガの人口（住民基

本台帳登載人口），π｝5は市町村かにおける15

歳未満人口比率，％警5は65歳以上人口比率，

η押は昼間人口比率，η9’ρは人口集中地区人口

比率，＆は面積，あは1人当り地方債現在高
で，nF（2V；・，η｝5，η15，ηタP，η91P，　Sf，わ∂である．

また，町村については①1万以上②5千以上1

万未満③5千未満の3つに階層分けされている

ので，

SπV、一五（瓦，η｝5，η§5，ηタP，η9’P，S、，δ、）

一様iiiiii繍一

となる．歳出Efも同様である．

　例えば，平成9年度の7万人未満の市におけ

る基準財政需要S酬fと歳出島は，

SIWげ＝β。＋β、・1Vl・＋β2。η｝5＋β3りz誓5

　＋β4・ηタP＋β5・η9ZP＋β6・Sf＋β7・ろf

E、一ア。＋ア1・珊＋ア、・η9P＋ア，・η9の

　＋ア6・＆＋タ7・あ

（2）

（3）

となる．ここで係数の値は竹本・高橋・鈴木

（2004）より引用したもので，以下のとおりであ

る．

βo＝一3281091　β5＝335005　　　ア4＝10082166

β、＝149　　　　　β6＝4015　　　　　ア5＝1327677

β2－47518　　　　β7－2634　　　　　タ6＝7021

β3＝59877　　　　　チb＝一13418332　ア7＝1108

β4＝1182652　　　づ》1＝332

2．3　合併後の収支

　合併した市町村1の収支、4，は以下のように

研　　究

なる．ただし，地方交付税以外の歳入や基準財

政収入は合併前の値を単純に合計して算出する．

ん＝max｛SEIV一ΣSERで，0｝＋Σα一E」（4）
　　　　　　　　　　　　　　f∈ノ　　　　　　　　f∈’

なお，S月〉，は合併した市町村1の基準財政需

要の予測値で，

S月V，一ん（N，，η｝‘，η亨5，ηクP，η910，s，，6，）

ノ～（11，）　ifノ〉｝　⊇≧70000

乃（n∫）　if　30000≦二2＞，　〈　70000

プ§（n，）　if　10000≦；2＞，〈30000

ノ亀（n1）　if　5000≦1＞，　〈　10000

ノも（n1）　if　1＞｝　〈　5000

により算出する．これは，単純に人口瓦を合

算した市町村1の人口凡（＝Σ、幣）などを人
　　　　　　　　　　　　　ご　ノ
ロ階層別の推定式に代入して求めたものである．

ただし，合併した市町村については合併特例法

により人口3万人以上で市に昇格することが出

来るため，これ，を適用した．そのため，階層は

住民基本台帳登載人口で①7万以上から⑤5千

未満の5つに分けた．歳出の予測値E」も同様

である．

2．4モデルに関する議論

　本稿では合併前に関しても歳出と基準財政需

要は，実際の決算データが存在するにもかかわ

らず予測値を利用した．この理由は，モデルに

おいて各市町村が意思決定を行う際に比較する

合併前後の状況について整合性をとるためであ

る．まず，当然であるが合併後については実際

の値は存在しないため，分析には予測値を用い

る．一方，合併前には実際のデータを利用した

とすると，各市町村は合併前にはSURで説明

しきれなかった要因11｝を考慮しているが合併

後には考慮せずに意思決定を行うことになり，

整合的でなくなる．そこで両方に予測値を利用

することで，合併前後で同条件下での収支を比

較することが可能となる．もちろん，SURで

説明しきれなかった個々の市町村に特有の要因

を推定に含めることも考えられ，それによって

推定の精度を上げることは出来るかもしれない．

しかし，本稿の主眼は国全体での効率化をマク
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平成9年度 平成10年度
　　　　　　幽
ｽ成11年度

合併するパターン数 280 335 395

合併すべきパターン数 374 415 437

合併すべきパターンのうち合併するもの 275 333 389

歳出の削減額（単位：千円） 2，330，696，681 1，766，615，117 2，098，639，680

歳出の削減目標額（単位：千円） 2，513，120，679 1ρ60，895，484 2，178，652，256

歳出削減目標達成率 93％ 90％ 96％

地方交付税の削減額（単位：千円） 819，947，725 1，045，986，193 1，125，352，002

地方交付税の削減目標額（単位：千円） 1，928，480，676 1，925，098，374 2，145，589，561

地方交付税の削減目標達成率 43％ 54％ 52％

ロ的に見ることにあり，さらに前にも述べたよ

うに基準財政需要額や歳出などの値は人口・面

積によってほとんど説明可能であることが多く

の文献により明らかとなっていることから，精

度はそう問題とはならないであろう．

　また，各市町村に特有の要因のうち無視しが

たいものに行政サービスの水準がある．我々の

手法，つまり定義1に予測値を適用して合併の

成立を判断することは，合併前後での行政サー

ビスの水準を一定と仮定していることに等しい．

もちろん実際はそう単純ではなく，合併後の行

政サービスの水準は旧市町村間の話し合い等に

よって決定されるわけで，合併がよいと判断さ

れるパターンでも，高いサービスが選択され’る

と現実の収支は合併前よりも悪化する可能性が

ある．しかしこれも我々の手法に矛盾するもの

ではない．同条件下で収支が改善する環境にあ

るからこそ合併による改善分を新たなサービス

への支出に振り向けられるわけで，希望するサ

ービス水準を実現した場合に発生するであろう

財政赤字は，合併せずにそのサービス水準を実

現した場合よりも少ないからである．

　次に，本稿では市町村が収支を比較すること

で合併するかどうかを判断すると仮定した．実

際の合併では政治的要因や社会的要因もあり，

合併問題が財政的な効率のみで判断されるわけ

でないことは確かである．この点について我々

は合併の判断に直接それらの要因を反映させず，

各都道府県がそれらを考慮して作成した推進要

項を利用することで聞接的に考慮することにし

た．もちろん，モデルにそれらの要因を導入し

て意思決定を行わせることも可能かもしれない．

しかし，その実現にはいくつかの困難を解決し

なければならない．第一に，政治的要因や社会

的要因を適切に表現する変数を用意する必要が

ある．第二に，単純な合併するかどうかだけで

なくどこと合併するかを考えなければならない

し，合併が成立するには構成する市町村が同一

の合併案を持っていなければならない12）．第三

に，政治的要因や社会的要因を適切に表現でき

たとしても各市町村の目的関数が複雑になるし，

考慮する順位のつけかたによって結果は異なっ

てくると考えられる．これらの問題は本稿では

未解決でさらなる分析が必要であるが，現実を

追い過ぎるあまり一度に多くの要因を入れて分

析を行うことは，我々の主要な関心である財政

面における影響を見えにくくする可能性がある．

　国庫支出金も重要な問題であるが，本稿では

中立的に扱い，合併によっても変化しないもの

とする．その理由は，国庫支出金は普通建設事

業費支出金や生活保護費負担金のように特定の

目的に対して支出されるため，その削減には道

路などの公共事業から福祉や教育といった広い

分野にわたり詳細な議論が必要となるからであ

る．また地方債についても，合併によって財政

力が変化した場合にその発行額が影響を受ける

可能性はあるが，先程述べたように収支を比較

するために，敢えて合併後も同額の地方債を発

行することとする．さらに合併特例債を合併の

メリットとしては算入しない．その理由は，1
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節でも述べたように合併特例法による地方交付

税の額の算定の特例13）と併せて合併時の統合

コストと等しいと仮定し，相殺することで統合

コストを考慮しないようにするためである．

3．合併予測

　ここではまず大規模な市町村合併によって得

られるであろう利益の最大値を求める．つまり

市町村合併によって行政サービスの水準を低下

させることなく削減できる地方交付税と地方の

歳出を計算する．次に，2節で定めたように市

町村が合併についての意思決定を行った場合に

達成され，る利益，すなわち地方交付税と歳出の

削減額を計算し，先程の値と比較する．表1に

その結果を示した．

3．1歳出と地方交付税の削減

定義2　以下のように定義される関数を合併す

べきパターン関数と呼ぶ．

ψ（・）一 o畿こ、避

また，ψ（の＝1なる1を合併すべきパターンと

いう．

「合併すべき」とは合併によって歳出が減少す

ることである．我々は合併前後で行政サービス

が一定となるような歳出を用いているから，

「合併によって歳出が減少する」とは，正確には

「同程度のサービスを提供する費用は合併後の

方が少ない」ということである．そしてその削

減分が他の目的に使われ，ることによってパレー

ト改善が可能である．これが合併の本来の目的

であり，この事が満たされずに合併することは

本来の目的から外れることになる．

定義3　歳出の削減額とは以下の式によって計

算される値のことである．

写・（・）（那一二）

研　　一

この値は合併するパターンのみが全て合併した

場合に，合併前と同程度のサービス水準を維持

した上で削減できる歳出の合計額を表している．

そしてこの削減された分をサービス向上や公債

償還に充てる事によってパレート改善が可能で

ある．それ故，この値は各市町村が合併につい

ての意思決定を行う場合のパレート改善の度合

いを金額的に表したものと解釈できる．

定義4　歳出の削減目標額とは以下の式によっ

て計算される値のことである．

孚ψ（・）（那一司

この値は合併によって行政サービス水準を低下

させずに削減できる市町村歳出の最大値であり，

以下の理由から市町村合併推進政策の効率性に

関する金額的な目標と解釈できる．幾つかの市

町村合併によって，歳出の合計が削減されたと

する．もしこの金額が歳出の削減目標額より小

さい場合，「合併すべきであるのに合併しない

パターン」か「合併すべきではないのに合併す

るパターン」が必ず存在する．平成9年度に何

ら政策変更を行わなかった場合，市町村歳出の

合計の削減額は2，330，696，681で歳出の削減目

標額より小さく，99の「合併すべきであるのに

合併しないパターン」と5つの「合併すべきで

はないのに合併するパターン」が存在する．こ

の99パターンが合併し，5パターンが合併しな

いなら，市町村歳出額の合計はさらに削減され

る．この削減分はどのような形で再配分しよう

ともどの市町村の厚生も低下させることはない

ため，パレート改善が可能である．

定義5　地方交付税の削減額とは以下の式によ

って計算される値のことである．

孚・（・）（嵩礁一撃）

この値は各市町村が合併について意思決定を行

う場合の地方交付税の削減額を表している．
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定義6　地方交付税の削減目標額とは以下の式

によって計算される値のことである．

琴ψ（・）m・・｛嵩L舩塵一司

この値は合併によって行政サービス水準を低下

させずに削減できる地方交付税の最大値である．

3．2結果についての議論

　表1を見ると合併するパターンのほとんどは

合併すべきパターンである．しかし，合併すべ

きパターンのうちで合併するものの比率は9年

度が74％，10年度が80％，11年度が89％であ

る．つまり政策の変更を行わなかった場合，合

併すべきパターンのうち2割前後は合併しない

ことがわかる．我々が次節で合併推進政策を提

案する際には，これらの「合併すべきであるの

に合併しないパターン」における合併が促進さ

れるような政策を考える．

　歳出の削減目標額に対する歳出の削減額の比，

すなわち「歳出の削減目標達成率」について表

1を見ると，高い達成率が得られていることが

わかる．このことは，合併すべきパターンの多

くが現状で合併を選択すると考えられるためで

ある．また先行研究と比較すると，斎藤（1996）

では，市町村の合併による3．5兆円の歳出削減

を試算している．我々より歳出の削減額が大き

い理由としては合併パターンの規模が大きい14）

ということが挙げられる．そのため，我々の研究

でも合併パターンを適切に大きくすれば，より

大きな額の歳出削減は可能であると考えられる．

　国が合併を推進する理由の1つに財政支出の

削減がある．従って，合併を分析する際には効

率性だけではなく，財政支出の削減効果につい

ても考慮する必要がある．地方交付税の削減目

標額に対する地方交付税の削減額の比，すなわ

ち「地方交付税の削減目標達成率」について表

1を見ると，政府が政策を変更しなかった場合，

サービス水準を低下させずに最大限削減できる

額の半分程度しか削減できないことがわかる15）．

また先行研究と比較すると，上村・鷲見（2003）
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では交付税の削減は368，291，125～712，819，453

（千円）に留まる．この理由として一つには想定

している合併パターンが異なることがある．上

村・鷲見（2003）で用いられた合併協議会を元に

した合併案では総数が757，人口平均は118，247

人，面積平均が489km2である．一方，我々は

都道府県の作成した市町村合併推進要綱を元に

しており，この案では総数が539（単独の市町村

除く），人口平均が143，669人，面積平均が

593km2となっており，一つ一つの合併案の規

模が大きくなっていることがわかる．このため，

交付税の削減が彼らの結果と比較して大きく出

ると考えられる．もう一つには，市町村の意思決

定を考慮しているか否かということがある．本

研究では非効率なパターンは，そしてそれは同

時に交付税が増加するパターンでもあるが，合

併しないことを自発的に選択する可能性がある．

4．政策シミュレーション

　前節では，効率性と地方交付税の削減に関す

る2つの目標を示した．そして政府が政策変更

を行わない場合には，行政サービスの水準は維

持されるが，目標はいずれも達せられないこと

がわかった．そこで，本節では政策変更が市町

村の合併動機に与える影響を分析する．

4．1政策の評価基準

　以下で我々は歳出の削減をできるだけ大きく

する，つまり効率性を改善する政策を求める．

この理由は以下のようなものである．交付税を

削減すると，それは直接的には市町村の歳入減

少と国の財政改善をもたらす．削減された交付

税がどのように使われるかによっても異なるだ

ろうが，このように国全体の厚生に及ぼす影響

は正と負の両方の影響があり判断が困難である．

もし，これらの効果が相殺されるとすれば，目

標を（厚生水準一定の下での）歳出の削減に単純

化することができる．一方，歳出の削減につい

ては我々の枠組においては合併すべき団体の合

併によって生じる．我々は合併する際に住民の

厚生が減少しないと仮定しているので，ここで

考えるべき問題はできるだけ多くの合併すべき
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団体を合併させればよいことになる．もちろん，

本当に交付税削減の厚生に与える影響が相殺さ

れるかどうかは不明であるが，問題を単純化し

て政策についての議論をしゃすくするために，

我々は以下ではそのように仮定して議論を進め

る．

　まず，前節の定義3と定義5を政策がある場

合に対応して以下のように修正する．

定義7　政策ρによる歳出の削減額とは以下の

式によって計算される値のことである．

琴・（1，ρ）（昂一画）

ここでん（∬，ρ）はん（ρ）≧Σ、4∬（ρ）のとき1

　　　　　　　　　　　　ガ　ノ
の値をとりそれ以外では0となる関数，ん（ρ）

は政策ρの下での市町村ノの収支を表す．

定義8　政策ρによる地方交付税の削減額とは

以下の式によって計算される値のことである．

孚｛κ（1，ρ）（恩鵬一五砿（・））

＋（1一・（・，・））（嵩礁一二L蓋z（・））｝

ここでし．47｝（ρ）は政策ρの下での市町村ノの

地方交付税を表す．

さらに，歳出の削減目標額に対する政策ρによ

る歳出の削減額の比を「政策ρによる歳出の削

減目標達成率」，地方交付税の削減目標額に対

する政策ρによる地方交付税の削減額の比を

「政策ρによる地方交付税の削減目標達成率」

とする．なお，以下では混乱が生じない限り

「政策ρによる」を省略する．以下では，具体

的な政策のシミュレーションを行う．

4．2　人ロに比例した基準財政需要の導入

　元の基準財政需要SE酪に0以上1以下の定

数1一灘を掛け，1人当り一定の額〃を人口に

応じて加える．この値を新たな基準財政需要と

し，地方交付税を算定する．この政策をρ1＝

＠，〃）と表すことにする．政策実施後の市町

研　　究

村ノの基準財政需要SF紡・（ρ1）は

S凧・（ρ、）＝5E携・×（1一∬）＋〃×瓦

となる16）．そこで，式（4）の8別〉，の替わりに

S脳（ρ1）を，式（1）のS凧・の替わりにSEM・（ρ1）

を利用して市町村ノの政策後の収支、45（ρ、）を

計算する．

　現在の政策，つまり国が基準財政需要を独自

の複雑な方法で算定し，そこから基準財政収入

を減じた額を地方に移転するという政策は，全

国的に一定の行政サービス水準を保証しようと

いうものである．これに対し，1人当り一定の

額に人口を掛けた額を基準財政需要とする政策

は，地方の最低限の歳入を保証しようとするも

のである．前者の政策の下では全国のどの地方

においても同程度の行政サービスを享受できる

という利点がある反面，非効率な市町村が効率

化を図る動機を阻害するという欠点がある．他

方後者の政策の下では，行政サービスを提供す

る際に非効率な点がある市町村はその効率化を

図1．歳出の削減目標額（最大削減額）を達成する政策
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表2．歳出の削減目標額（最大削減額）を達成する政策ρ1の一例
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平成9年度

削減率（τ） 割増額（〃） 合併するパターン数 歳出の削減額 地方交付税の削減額

0．90 0
．　　　　　　　　374

2513，120，679 6，417，790，199

0．90 10，500
．　　　　　　　　374

2，513，120，679 6，417，484，167

0．90 21，000
■　　　　　　　　374

2，513，120，679 6，416，359，295

0．95 0 374 2，513，120，679 6，418，013，227

0．95 17，500 374 2，513，120，679 6，417，984，160

0．95 35，000
．　　　　　　　　37．4

2，513，120，679 6，417β18，087

1．00 0
■　　　　　　　　374

2，513，120，679 6，418，023，496

1．00 23，000
■　　　　　　　　374

2，513，120，679 6，418，023，496

LOO 46，000 374 2，513，120，679 6，418，021，397

平成10年度

削減率（の 割増額（〃） 合併するパターン数 歳出の削減額 地方交付税の削減額

0．90 0
．　　　　　　　　415

1，960，895，484 6，704，458，371

0．90 12，000
．　　　　　　　　415

1，960，895，484 6，703，694，082

0．90 24，000 415 1，960，895，484 6，701，132，451

0．95 0 415 1，960，895，484 6，704，829，980

0．95 24，000
．　　　　　　　　415

1，960，895，484 6，704，792，587

0．95 47，500
．　　　　　　　　415

L960，895，484 6，701，522，946

LOO 0
■　　　　　　　　415

1，960，895，484 6，704β38，861

1．00 35，000
．　　　　　　　　415

1，960，895，484 6，704β38，861

1．00 69，500 415 1，960，895，484 6，692，154，495

平成11年度

削減率（の 割増額（〃） 合併するパターン数 歳出の削減額 地方交付税の削減額

0．85 0
．　　　　　　　　437

2，178，652，256 7．353β50，840

0．85 5，000
■　　　　　　　　437

2，178，652，256 7，352，361，335

0．90 0
．　　　　　　　　437

2，178，652，256 7，357，482，686

0．90 15，000
．　　　　　　　　437

2，178，652，256 7，356，597，187

0．90 29，500 437 2，178，652，256 7，353，340，394

0．95 0 437 2，178，652，256 7，357，733，710

0．95 25ρ00
．　　　　　　　　437

2，178，652，256 7，357，724，020

0．95 50，500

■　　　　　　　　437

2，178，652，256 7，354，011，167

1．00 0 437 2，178，652，256 7，357，766，047

1．00 34，000 437 2，178，652，256 7β57，766，047

1．00 68，500 437 2，178，652，256 7，348，880，092

　　　　　　　　　注）

計らざるを得ない状況がもたらされる．この小

節で提案する政策はこれらの2つの政策の中間

ということが出来る．本研究では謬について

は0以上1以下の0．05ごとの値，〃については

0以上200，000以下の500ごとの値の全ての組

み合わせについて計算を行った．さらにこの範

割増額（〃）は円単位，地方交付税の削減額と歳出の二二額はいずれも千円単位．

囲で，歳出の削減額を最大にする政策を見つけ

る作業を行った．このような政策は平成9年度

で207，平成10年度で285，平成11年度で311

存在する．またこの場合，歳出の削減はその目

標額を達成できる．図1は，歳出の削減額を最

大にする，すなわち歳出の削減目標額を達成す
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る全ての認と〃の組み合わせを2次元平面上

にプロットしたものである．また表2は，図1

で示された政策の一部について，その詳細を示

したものである．

　この結果以下のことがわかった，まず，この

政策を用いることにより，歳出削減についてそ

の削減目標達成率が100％となるようにするこ

とができる．つまり，パレート最適な状態を達

成することができる．次に記の値が大きいほ

ど，つまり基準財政需要の削減率が大きいほど

効率的な合併を促進させ，逆に非効率な合併を

抑制する．∬の値が大きいということは，財政

効率化の阻害要因である現行の方法による算定

額を減らしていくことであることから，これは

順当な結果といえる．逆に，現行の基準財政需

要の算定方法が財政効率化の阻害要因となって

いることを追認した結果ともいえる．一方1人

当り割増額〃の増加については，∬が大きい場

合でもこれが合併の阻害要因となり，合併すべ

きパターンが合併しなくなることがある．本稿

の設定では，合併が成立するか否かは合併によ

る効率性の改善すなわち歳出の削減額と，合併

によって減ってしまう地方交付税の大小に依存

する．削減三内が大きく割増額〃が小さいと

きは，合併前後のいずれにおいても基準財政需

要は小さく，従って合併による地方交付税の変

化が小さく，効率性だけが合併の基準となる．

極端な場合は合併にかかわらず不交付団体とな

る．しかし〃の値が大きくなっていくと基準

財政需要が増加し，意思決定は合併による地方

交付税減額の影響を受ける．例えば，交付団体

が合併により不交付団体となるケースも発生す

る．そのため合併すべきパターンであっても合

併しなくなる状況が出てくるのである．

　この結果において，図1で示したように同じ

削減率躍に対して歳出の削減率が100％を達

成する複数の〃が存在する．つまり，効率性を

達成するには基準財政需要の削減だけ行えばよ

く1人当りで補填する必要はないことになる．

しかしながら，これは別の観点から必要となる

ものである．この節において，交付税削減によ

る国全体の厚生へ及ぼす影響は正負が相殺され
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ぜロとなると仮定しているが，これは合併の意

思決定に影響しない何らかのシステムによって

国から市町村へ財政補填が行われ調整されると

仮定していることと等しい．この政策は，この

仮定が実現可能であることを示している．上記

のように躍が大きい時に〃が過大とならなけ

れば，割増額〃の増加は合併の阻害要因となら

ない．これは，ある程度の財政補填が，合併の

意思決定に影響を与えずに可能であることを示

している．以上から小節4．2での結果は，地方

交付税制度をこれまでの全国で一定のサービス

水準を保証しようとするものから，最低限の歳

入だけを保証しようとする方向に変えていくこ

とが望ましい，ということを示唆している．

4．3　人ロと面積に応じた基準財政需要の変更

　次に基準財政需要の算定基準を見直すことに

より交付税額の削減と合併促進を行う．これは

「経済財政運営の基本方針」に従って総務省が

進めている，事業費補正や段階補正の見直しに

対応するものである．基準財政需要は行政サー

ビスにかかる費用を，各自治体の人口，面積な

ど様々な値から算定したものであり交付税額を

決定する上で重要な部分を占める．規模の経済

性を考えると，人口が少ない市町村は一人当り

の行政サービス提供費用が高くなり，従って基

準財政需要も高く算定される．換言すると財政

運営が非効率的な団体ほど規模の割に基準財政

需要も高く算定されることになる．この制度が，

自治体によらない一定水準の行政サービスを支

えていることは事実であろう．しかし非効率な

団体に対して過度に甘く基準財政需要を算定す

ることは，合併を含め市町村の財政効率化への

努力を阻害する要因となる．この考え方に沿っ

て基準財政需要の算定方法を適正なものに改め

ていこうというのが上述の「事業費補正や段階

補正の見直し」である．ここで行うシミュレー

ションはこれに対応するもので，本稿では特に

人口と面積に着目して算定基準を見直す政策を

考える．

　ここでは基準財政需要の推定から得られた回

帰係数を変化させることにより算定基準の変更
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平成9年度

即1 必2 ユ㌣3 〃K 〃2 〃3 合併するパターン数 歳出の削減額 地方交付税の削減額

LO 0．9 0．5

■　0．5

0．6 0．8

．　　　　　　　　382

2，496，930，133 2，731β59，841

1．0 09 0．5

．　O．5

0．6 0．7

．　　　　　　　　384

2，496，153，054 2，753，561，671

1．0 0．9 0．5

■　0，5

0．6 0．6 387 2，494，175，069 2，773，560，962

1．0 0．9 0．6

．　0．5

0．5 05 367 2，493，471，054 2，770，496，124

1．0 0．9 0．5

■　0．5

0．6 05
1
　
　
　
　
　
　
　
　
3
9
2
．

2，490，937，095 2，79L792，974

1．0 O．9 0．5 0．5 0．6 0．9 380 2，490，744，333 2，701，308，719

1．0 0．9 0．6

．　0．6

0．7 0．5

■　　　　　　　　381

2，490，001，479 2，517β77，885

1．0 0．9 0．5

．　0．5

0．5 0．6

■
　
　
　
　
　
　
　
　
3
8
7
．

2，488，954，358 2，853，795，940

1．0 0．9 0．5 0．5 0．7 0．8 380 2，488，437，134 2，635，321，761

1．0 0．9 0．5 0．5 0．5 0．5

．　　　　　　　　390

2，487，008，613 2，873，829，973

平成10年度

ユ71 ユy2 エ3 〃1 〃2 〃3 合併するパターン数 歳出の削減額 地方交付税の削減額

0．9 0．8 0．6

■　0．6

0．6 0．5

．　　　　　　　　412

1，953，607，736 3，575，986，020

1．0 0．9 0．7
　
0
．
7
．

0．7 0．7 1，953，586，415 2，284，729，499

0．9 0．8 0．6 0．7 0．8 0．7 419 1，953．370ρ34 3，325，254，053

0．9 0．8 0．5

．　0．6

0．7 1．0 419 1，952，690，358 3，497，863，147

0．9 0．8 0．6

■　0．7

0．6 O．5

1　　　　　　　　415

1，952，237，436 3，522，451，657

0．9 0．8 0．6 0．8 O．8 0．7 422 1，952，018，048 3，271，669，768

0．9 0．8 0．5
0
．
7
．

0．7 1．0

．　　　　　　　　421

1，951，952，184 3，444，280，637

0．9 O．8 0．6 0．7 0．8 0．5

■　　　　　　　　421

1，951，854，770 3，357，981，063

0．9 0．8 0．6 0．7 0．8 0．6

■　　　　　　　　421

1，951，854，770 3，341，108，381

0．9 α8 0．6 0．9 1．0 1．0

■　　　　　　　　423

1，951，761，310 2，999，367，969

平成11年度

忽1 』C2 コじ3 　　〃且

D

乙12 〃3 合併するパターン数 歳出の削減額 地方交付税の削減額

0．9 0．9 0．6 0．5 0．5 0．5

1　　　　　　　　438

2，165，538，388 3β03，528，655

0．9 0．9 0．6

■
　
0
．
5
．

0．5 0．6 438 2，165，538，388 3586．426274

0．9 0．9 05 0．5 0．6 1．0

．　　　　　　　　436

2，165，202，329 3，513，694，801

0．9 0．8 0．6

1　0．5

0．5 1．0

．　　　　　　　　436

2，164，017，404 3，692，285，330

0．9 1．0 O．5
．　05

0．7 0．7 431 2，163，730，298 3，290，000，111

0．9 0．8 0．6 0．5 0．5 0．8 439 2，163，456，749 3，727．079β57

0．9 0．8 0．6

．　0．5

0．5 0．9

■　　　　　　　　439

2，163，456，749 3，709，591，561

O．9 1．0 0．6

■　0．6

0．7 0．6

1　　　　　　　　432

2，163，290，359 3，160，356，835

0．9 0．9 0．5

1　0．5

0．6 0．9
．　　　　　　　　439

2，163，197，685 3，529，206，168

0．9 0．9 0．5 0．5 0．8 0．8 439 2，163，016，948 3，375，899，773

　　　　　　　　注）

を行うことにする．具体的には，2節の回帰式

の人口の項に人口に応じて変化する妖八つを

掛け，面積の項に面積に応じて変化する〃（Sゴ）

を掛けることによって基準財政需要の算定を行

った．なお，妖八のと〃（S∂は以下のような区

地方交付税の削減額と歳出の削減額はいずれも千円単位．

間毎に変化させている．

一｛三iii繍・一
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この政策をρ2＝（妖・），〃（・））；（認1，灘2，認3，〃1，

〃2，〃3）で表す．例えば，平成9年度の人口3万

人以上7万人未満の市における政策後の基準財

政需要は，式（2）より以下のようになる．

SE八弓・（ρ2）＝β。＋β、ハ弓×認（団匪）＋β2η｝5＋β37Z塁5

　＋β4ηタP＋β5ηタ砂＋β6∫ゴ＋〃（Sゴ）＋β7∂ゴ

本稿では灘1，灘2，為，〃1，〃2，〃3のいずれについて

も0．5以上1以下の0．1ごとの値の全ての組み

合わせで計算した．さらにこの範囲で，歳出の

削減額を大きくする政策を見つける作業を行っ

た．表3は，各年度で歳出の削減額を大きくす

る上位10の政策とそれらの効果を示したもの

である．

　この結果以下のことがわかった．まず，銑か

ら鞠にかけて，数値が減少するパラメーター

によって高い歳出削減が達成される．つまり人

口規模の小さな市町村には現行の基準より相対

的に厳しく算定すべきという結果が得られた．

地方交付税には各市町村に最低限の財源を保障

する機能と市町村間の財源を平衡化する機能が

ある．近年では，平衡化機能によって小規模な

地域に対して過度に配分されているという批判

がある．ここでの結果は，人口規模の小さな市

町村に対して配分される交付税を引き下げ合併

を促進させることが望ましいということになり，

交付税は財源保障機能に注宜し平衡化機能は弱

めるべきであるとの主張を補強するものである．

一方，面積の規模については小さな市町村には

相対的に厳しく算定すべきという結果は得られ

なかった．直感的には上で述べたことが面積に

ついても同様に言え，面積の小さな市町村にペ

ナルティを与えればよいはずである．しかし，

面積が非常に大きくなると非効率となる可能性

が高くなるため，その場合には合併を促進させ

ることは国全体としてマイナスの影響を及ぼす

ことになってしまう．このため，面積規模によ

って算定を変えることはあまりうまくいかず，
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はっきりした傾向が観察されなかったと考えら

れる．また，この政策のもとでは常にパレート

改善の余地が残る．しかしこの政策は，総務省

が進めている基準財政需要算出の見直しに対応

するもので，政策ρiに比べ実行が容易である

と思われる．

5．結論

　本稿の目的は3つあった．第1は大規模な市

町村合併によって得られるであろう利益の最大

値を求めることである．具体的には，市町村の

公共サービス水準を低下させることなく削減で

きる地方交付税と地方の歳出を計算することで

ある．第2は合併するか否かについて各市町村

が意思決定をおこなう状況を考え，その場合に

達成される利益を計算し，先程の値と比較する

ことである．第3は，国の政策変更が市町村合

併を通して市町村の財政と国の財政に与える効

果を分析し，どういう方向で政策を変更するべ

きかを考察することであった．そして以下のよ

うな結論を得た．まず，国が現状のまま追加的

政策を行わない場合，市町村合併によって得ら

れるであろう利益を十分に得ることが出来ない．

特に，地方交付税の削減は「地方交付税の削減

目標額」の半分程度にとどまる．このことから

国は何らかの追加的な政策を行う必要があると

いえ，3番目の目的が重要な意味を持つことに

なる．

　財政効率化のための政策変更に関する本稿の

結論を要約すると以下のようになる．（1）基準

財政需要を比例的に削減する，（2）人口規模が

小さい市町村に対する段階補正などの優遇措置

を縮小する，ことが市町村の財政効率化の動機

を高め，合併を促進させることによって市町村

全体の歳出削減に大きな効果を持つ．ただし

（1）に関しては，市町村運営に支障を来すほど

の地方交付税の削減は困難であろう．そこで1

人当り基準財政需要を一律に増加させる方向で

なら効率化を阻害しないという小節4．2におけ

るシミュレーションの結果が重要となる．つま

り，基準財政需要の比例的な削減に加え1人当

り基準財政需要を一律に増加させることにより，
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市町村に対する財政補填と歳出の効率化が同時

に可能となる．以上からこれらの結果は，地方

交付税制度をこれまでの全国で一定のサービス

水準を保証しようとするものから，最低限の歳

入だけを保証しようとする方向に変えていくこ

とが望ましい，ということを示唆している．

　今後の課題としては，まず税源移譲の問題が

ある．例えば岡本・吉村（2002）は，所得税と消

費税を財源に国税と地方税の比が1：1となる

よう，約7兆円の税源移譲が行われた場合の地

方政府の歳入構造の変化を試算し，地方財政が

どれ位健全化されるかの分析を行っている．こ

のような地方財政の健全化という視点に加え，

地方政府運営の効率化という点も踏まえた分析

を行う必要がある．税源移譲による財政の健全

化の可能性と効果的な税源移譲の方法について

市町村合併との関連を考慮した分析が今後の

我々の課題の1つである．また，合併パターン

の見直しも重要である．本研究では合併パター

ンは各県が策定した推進要綱をもとに作成し，

それ以外の組み合わせについては分析を行わな

かった．しかし，3節でみたように非効率なパ

ターンや合併の計画されてない市町村が多数あ

る．これらを見直しより効率的な組み合わせを

考えていくことが必要である．

　（投稿受付2003年12月15日・最終決定2004年
　9月2日，明海大学経済学部・広島市立大学
　国際学部・山形大学人文学部）

　注

　＊　本稿の作成にあたっては，小林克也氏，佐藤主

一書，林正義氏，三井清氏および地方財政研究会の出

席者各位から有益なコメントを得た．また，レフリー

からは旧稿の段階より丁寧なコメントを頂いた．記し
て感謝したい．

　1）　市庁舎の移転改築費やすぐには最適な人員規模

に削減できず人件費が減らないことなど．

　2）　市町村の合併の特例に関する法律の改正による

地方交付税算定替えの特例，合併特例債，市となる要
件の特例など．

　3）　市町村合併問題研究会編（2001）にまとめられて

いる．これは市町村合併特例法の期限である平成17

年3月31日までに自主的な市町村合併を推進するこ
とを目的に，閣議決定された地方分権推進計画に基づ

き旧自治省から各都道府県へその作成を要請されたも

ので，市町村の地域の現況と今後の展望などと共に市
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町村が合併を検討する際の参考や目安となる合併のパ

ターンを則している．

　4）具体的な合併パターンの作成基準は各都道府県

によって多少異なるが，例えば鹿児島県では「住民の

日常生活でのつながりや市町村行政相互の連携状況等

に関する客観的データを活用して，統計的手法を用い

て得られた分析結果（クラスター分析結果）を基礎に，

市・郡の区域や広域市町村圏の圏域等を加味して，県

内を10のブロック（基礎圏域）に区分した上で，市町

村の結びつきの状況等に応じて」（鹿児島県合併推進要

綱）複数の合併パターンが作成された．

　5）　兵庫県と長野県は，明示的な合併パターンが示

されていないため分析を行わなかった．またその他に

も，離島や特殊事情等の理由で分析に加えない市町村

が存在する．

　6）　本稿で分析した合併パターンの一覧については，

竹本・高橋・鈴木（2005）の付録を参照．

　7）　本稿では翌年度に繰り越すべき財源は合併前後

で変化しないものと仮定する．この場合，形式収支の

改善と実質収支の改善は同値である．

　8）　ここでは簡単化のため合併に必要な交渉プロセ

ス等は無視する．

　9）地方交付税には普通交付税と特別交付税（災害

等の特殊事情により交付される）があるが，我々が特

別交付税について言及することはないので，普通交付

税を単に地方交付税と言う．

　10）　地方税などの自主財源，国庫支出金，地方債な
ど．

　11）実際の歳出は人口などの説明変数によって説

明できる要因（需要要因）とその残差に分けることがで

きる．この残差が，個々の市町村に特有の政策による

影響等を表していると考えられる．

　12）　これは特定の合併案を用いない場合には常に

生ずる問題であるが，特に首長の効用関数に合併案に

よって決定される変数が要素として含まれる場合には

政治的問題として考慮する必要がある．

　13）　合併後10年間は，新しい市町村の普通交付税

が合併しなかった場合に個別に受け取る普通交付税の

合算額を下回らないよう保障し，次の5年間で徐々に

本来の金額に近づけていく制度．

　14）本稿の合併パターン539に対しこの研究では

市町村を257の府に再編する案を試算している．

　15）　地方交付税の総額に関しては佐藤（2001）など

にあるように総務省と財務省間の協議で決まることが

知られているが，我々の関心は削減可能な費用につい

て知ることである．

　16）本稿の政策では全て基準財政需要を操作する

ため，以降それについての式のみ記述する．
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